
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　兵庫県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

678,114 286,087 46,286 1,010,487

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 2,032,670 2,029,039 3,631 33 327,874 3,359,172

県行造林事業特別会計 26 26 0 0 24 0

公共事業用地先行取得事業特別会計 28,596 28,596 0 0 12,607 164,786

県営住宅事業特別会計 36,374 36,341 33 33 8,743 186,990

勤労者総合福祉施設整備事業特別会計 11,443 11,400 43 0 5,348 0

庁用自動車管理特別会計 297 297 0 0 140 0

公債費特別会計 649,345 649,345 0 0 374,510 0

自治振興助成事業特別会計 1,524 1,507 17 0 831 0

母子寡婦福祉資金特別会計 806 239 567 0 14 2,086

農林水産資金特別会計 14,907 12,442 2,465 0 216 323

産業開発資金特別会計 478,000 475,766 2,234 0 234,597 47,356

基金管理特別会計 8,804 8,804 0 0 6,989 0

一般会計等 3,262,792 3,253,802 8,990 66 3,760,713

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病院事業会計 83,557 88,037 △ 4,480 0 16,660 70,101 47,248 法適用

水道用水供給事業会計 15,810 14,759 1,051 12,208 1,578 99,009 10,198 法適用

工業用水道事業会計 3,646 3,087 559 7,235 0 16,177 0 法適用

電気事業会計 267 245 22 1,360 0 363 0 法適用

水源開発事業会計 0 0 0 1 193 514 0 法適用

地域整備事業会計 13,486 16,540 △ 3,054 0 0 110,180 0 法適用

企業資産運用事業会計 179 41 138 2,608 0 0 0 法適用

港湾整備事業特別会計 4,051 4,025 26 26 0 16,718 4,714

流域下水道事業特別会計 33,521 33,247 274 62 8,084 116,449 50,888

公営企業会計等　計 23,500 429,511 113,048

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

兵庫県競馬組合 32,689 32,475 214 32 0 0 0

一部事務組合等　計 32 0 0
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財政状況等一覧表（平成１９年度）

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

兵庫県青果物価格安定資金協会 △ 1 193 10 250 0 0 0 0

兵庫みどり公社 △ 104 2,381 5 853 2,125 40,625 0 28,437

兵庫県農業会館 △ 1 928 280 0 0 0 0 0

兵庫県私学振興協会 △ 132 4,108 850 14 0 0 0 0

兵庫県園芸・公園協会 △ 47 1,305 5 152 0 2 0 1

兵庫県まちづくり技術センター 117 2,543 200 25 0 0 0 0

兵庫県住宅建築総合センター △ 73 176 10 0 0 0 0 0

兵庫県営林緑化労働基金 △ 37 132 80 34 8 0 0 0

ひょうご産業活性化センター 62 557 80 529 8,645 0 0 0

新産業創造研究機構 △ 44 740 44 76 0 0 0 0

ひょうご科学技術協会 △ 7 5,518 4,000 4 0 0 0 0

兵庫県科学技術振興財団 1 209 200 0 0 0 0 0

兵庫県健康財団 △ 98 2,163 13 154 0 0 0 0

兵庫県勤労福祉協会 15 655 10 13 0 0 0 0

兵庫県雇用開発協会 5 45 10 7 0 0 0 0

兵庫県下水道公社 △ 32 349 78 0 0 0 0 0

兵庫県環境クリエイトセンター 100 3,583 100 10 0 0 0 0

兵庫県高齢者生きがい創造協会 12 391 19 254 0 0 0 0

兵庫県障害者スポーツ協会 △ 1 125 3 1 0 0 0 0

兵庫県体育協会 △ 0 1,738 366 388 0 0 0 0

兵庫県青少年本部 △ 3 53 42 173 0 0 0 0

野外活動協会 0 78 5 35 0 0 0 0

兵庫県芸術文化協会 45 935 53 610 0 0 0 0

ひょうご環境創造協会 17 2,333 60 96 0 0 0 0

兵庫県国際交流協会 5 1,354 500 163 152 0 0 0

兵庫県自治協会 1 193 15 20 0 0 0 0

兵庫県人権啓発協会 12 119 50 46 0 0 0 0

淡路花博記念事業協会 63 719 55 84 0 0 0 0

阪神・淡路大震災復興基金 △ 1,827 3,274 67 0 0 0 0 0

ひょうご震災記念２１世紀研究機構 44 1,543 100 500 0 0 0 0

暴力団追放兵庫県民センター 18 1,602 1,100 0 0 0 0 0

新西宮ヨットハーバー 2 287 850 0 1,518 0 0 0

夢舞台 34 306 1,250 0 1,581 0 0 0

阪神友愛食品 7 45 21 0 0 0 0 0

播磨三洋工業 11 137 20 0 0 0 0 0

ひょうご埠頭 70 971 17 0 0 0 0 0

但馬空港ターミナル 1 309 100 0 0 0 0 0

神戸国際会館 537 3,480 750 0 0 0 0 0

兵庫県住宅供給公社 947 4,983 8 521 17,939 32,724 0 3,272

兵庫県道路公社 20 55,843 55,561 0 0 0 52,601 21,529

兵庫県土地開発公社 136 7,938 105 0 3,884 0 106,064 8,854

兵庫県住宅再建共済基金 544 1,247 100 0 0 0 0 0

ひょうご情報教育機構 △ 400 1,055 100 2 0 0 0 0

計算科学振興財団 1 102 50 1 0 0 0 0

ひょうご豊かな海づくり協会 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県畜産協会 1 569 106 5 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等　計 67,447 5,021 35,851 73,350 158,665 62,093

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 1

減 債 基 金 112,470

その他充当可能基金 5,301

充当可能基金 計 117,772

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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財政状況等一覧表（平成１９年度）

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.018 0.007 △ 0.011 △ 3.75 △ 5.0 0.0

連結実質赤字比率 2.3 △ 8.75 △ 25.0 79.6

実 質 公 債 費 比 率 19.6 20.2 0.6 25.0 35.0 202.4

将 来 負 担 比 率 361.7 400.0 531.7

財 政 力 指 数 0.532 0.591 0.058 -

経 常 収 支 比 率 96.4 103.5 7.1 0.0

1901.3

1.3

0.6

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。

企業資産運用事業会計

港湾整備事業特別会計

流域下水道事業特別会計

資金不足比率
（公営企業会計名）

地域整備事業会計

水源開発事業会計

電気事業会計

工業用水道事業会計

水道用水供給事業会計

病院事業会計

実質赤字、連結実質赤字ともに生じていない


